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海岸漂着物等の総合的かつ効果的な処理の推進について 

 

美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の保全に係る

海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律（平成 21 年法律第 82 号。以下「海岸漂着物

処理推進法」という。）第 13 条に基づき海岸漂着物対策を総合的かつ効果的に推進する

ための基本的な方針（平成 22 年３月 30 日閣議決定。以下「基本方針」という。）が定

められたところであるが、下記の点に留意の上、関係機関、民間団体等と十分な協力及

び連携を図り、海岸漂着物等の円滑な処理に向け、適切な対応を行うよう、貴都道府県

内の市町村に対して周知方お願いする。 

なお、本通知は地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４第１項の規定に基づ

く技術的な助言であることを申し添える。 

 

記 

 

１．海岸漂着物処理推進法における市町村の役割 

海岸漂着物処理推進法においては、海岸管理者等は、その管理する海岸の土地にお

いて、その清潔が保たれるよう海岸漂着物等の処理のため必要な措置を講じなければ

ならないとともに、市町村は、海岸漂着物等の処理に関し、必要に応じ海岸管理者等

に協力しなければならないとされている（同法第 17 条第１項及び第３項）。 

また、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 147 号）においては、 

市町村は、一般廃棄物の適正な処理に必要な措置を講ずるよう努める責務があり、一

般廃棄物処理計画に従って、その区域内における一般廃棄物を生活環境の保全上支障

が生じないうちに収集、運搬及び処分しなければならないとされるとともに、産業廃

棄物の処理もその事務として行なうことができるとされている（同法第４条第 1 項、

第６条の２第１項及び第 11 条第２項）。 

ついては、各市町村にあっては、基本方針に則り、海岸漂着物等の円滑な処理に係

る市町村の協力の在り方に関し、海岸漂着物対策の経緯や体制、海岸漂着物等の実態

等、地域の実情を踏まえ、関係者間で合意形成に努め、必要に応じて、海岸漂着物等

の処理に御協力いただくようお願いする。 



 

２．民間団体等が回収した海岸漂着物等の取扱い 

地域住民及び非営利組織その他の民間団体等（以下「民間団体等」という。）のボ

ランティア活動による海岸漂着物等（海や湖などにおいて、漂流、堆積又は散乱して

いるごみ等も含む。）の回収が全国各地で行われているが、民間団体等がボランティ

ア活動として海岸漂着物等を回収した際に発生した廃棄物については一般廃棄物で

ある。 

ついては、市町村にあっては、必要に応じて民間団体等の関係者と分別区分の調整

等を行い、回収された海岸漂着物等を市町村の廃棄物処理施設において処分する等の

善処をお願いする。 

なお、民間団体等が海岸管理者等からの事業委託等により、当該民間団体等の事業

として海岸漂着物等を回収する場合は、事業活動に伴って生じた廃棄物に該当し、そ

の種類によって、一般廃棄物又は産業廃棄物となるので留意されたい。 

 

３．財産処分の手続 

市町村の一般廃棄物処理施設で一般廃棄物に併せて産業廃棄物を処理することと

なる場合は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 38 年法律第 179

号）第 22 条の規定に基づく財産処分（目的外使用）の手続が必要となるが、平成 20

年 10 月 17 日付け環廃対発第 081017003 号環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部

廃棄物対策課長通知「廃棄物処理施設の財産処分について」の「第２の２の（１）災

害廃棄物である産業廃棄物を一般廃棄物処理施設で処理する際の財産処分（目的外使

用）」に準じて包括承認事項と同様の取扱とすることとする。 

 


